
複数自治体で機能や新技術をシェアする道路維持管理

PPP／PFI手法に関するシーズ提案書

②提案の概要

①提案によって解決する自治体の課題のイメージ

様式１

・地方公共団体においては、インフラに関する専門技術職の配置が難しくなっている。また、インフラ管理に関する業務は、要望への対
応等拘束時間が長時間にわたることもあり、働き方改革が必要な状況となっている。

・一方で、地域の事業者においても、インフラ管理に関わる人材が減少しており、日常の管理業務の効率化が必要となっているが、デジ
タルに対する投資が難しい場合が多くなっている。

・これらの課題を解決するためには、複数の地域・インフラ群で活用できる管理業務効率化のためのデジタルツールを導入し、地域間・
事業者間の連携のもとで、包括的民間管理を含め、適切な維持管理が行える環境を創出する必要がある。

■インフラの維持管理・修繕等に係る官民連携事業の導入検討
□官民連携グリーンチャレンジモデル

デジタル技術を活用し、インフラ管理の効率
化・高度化を図る。導入・運用コスト低減のため、
①民間技術の活用（パッケージシステムの導入）
と②複数自治体での共同利用とする。

◆各自治体（本取組では３自治体程度を想定）で
は、デジタル技術を用いた情報収集の効率化
及びデジタル技術を前提とした業務フローの
見直しを行う（DX）。既存の取組が実施され
ている場合は活用可能か検討を行う。

〔技術①〕住民要望投稿アプリ（LINE）

〔技術②〕道路巡回カメラシステム

〔技術③〕現地調査システム

〔技術④〕AIによる舗装評価

◆上記技術①～④の情報は、クラウド上に構築す
るデータベースシステムを用い、複数の自治
体で一括管理する（他自治体の情報は閲覧制
限する）。

データベースシステムを共有することで、シス
テムの導入及び運用予算を削減する。

〔技術⑤〕道路施設管理システム

（データベースシステム）

Ａ市

要望内容と写真をスマホか

ら投稿！

要望内容と写真をスマホか

ら投稿！

現場の情報現場の情報

住民の要望・苦情住民の要望・苦情

①住民要望投稿アプリ
（LINE）
①住民要望投稿アプリ
（LINE）

②巡回カメラシステム②巡回カメラシステム

③現地調査システム③現地調査システム

諸元 点検

補修 日常管理

地図で可視化地図で可視化

台帳検索可能台帳検索可能

B市

C市

⑤道路施設管理システム

※各技術の詳細は別紙資料参照
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③スキーム（技術）の導入により得られる効果

様式１

その他（各サービスの導入実績）

■インフラの維持管理・修繕等に係る官民連携事業の導入検討
□官民連携グリーンチャレンジモデル

①住民要望投稿アプリ（LINE）；国土交通省関東地方整備局、静岡市

②道路巡回カメラシステム ；国土交通省土佐国道事務所、甲府河川国道事務所、秋田県、福島県、浜松市、肝付町

③現地調査システム ；国土交通省土佐国道事務所、甲府河川国道事務所、秋田県

④AIによる舗装評価 ；国土交通省土佐国道事務所、甲府河川国道事務所、秋田県、福島県、浜松市、肝付町

⑤道路施設管理システム ；山形県、奈良県、和歌山県、静岡市、浜松市、神戸市、福岡市、三郷市、鈴鹿市、徳島市、高知市、鹿児島市

会社名 ：国際航業株式会社
担当部署：インフラ戦略部

担当者：藤原 優、花村嗣信
連絡先（電話番号）：042-307-7240

メールアドレス：kkc_pfi@kk-grp.jp

パッケージシステムの実証実験

パッケージシステムの評価
(必要機能の検討

⇒本稼働時のシステム設計)

①住民要望投稿アプリ（LINE）①住民要望投稿アプリ（LINE）

②道路巡回カメラシステム②道路巡回カメラシステム

③現地調査システム③現地調査システム

⑤道路施設管理システム

【評価項目(案)】

④AIによる舗装評価④AIによる舗装評価

連携済み

連携済み

6か月間

連携済み

諸元 点検

補修 日常管理

実証実験フロー実証実験フロー

導入・設置等の実験準備

とりまとめ

2か月間

2か月間

【導入・本稼働による効果】

技術①住民要望投稿アプリ（LINE） 住民から投稿された要望等の位置情報と写真の共有が容易に行え、対応や引き継ぎを迅速化できる

技術②道路巡回カメラシステム 異常発生位置と巡回画像の共有により、道路の異常への早期判断・対応が可能となる

技術③現地調査システム タブレット・スマホにより現場での記録作業を効率化し、報告書様式への転記やシステムへの登録を自動化

技術④AIによる舗装評価 定期点検を実施できていない路線や定期点検年次以外の期間においても舗装の評価が可能となる

技術⑤道路施設管理システム インフラメンテナンスの包括委託と、自治体・事業者間の情報共有により、適切な管理状況の維持が可能

全体の効果
システムを利用して点検記録等のベースデータを蓄積し、インフラ長寿命化計画等の計画立案・修正へ活用

複数自治体での共同利用により、システム導入・運用コストを削減でき、多様なパターンのAI教師データを共
有できるため評価の精度が向上

評価項目 A市 B市 C市

①住民要望投稿アプリ（LINE） ✔ ✔

②道路巡回カメラシステム ✔ ✔

③現地調査システム ✔ ✔

④AI による舗装評価 ✔

⑤道路施設管理システム ✔ ✔ ✔

その他（既存の取組等との連携） ✔


